
令和５年度鹿児島県地域防災計画修正案の概要

○ 県における連携体制の整備

大規模災害が発生した場合における防災ボランティア活動の環境整

備を図るため，県関係所管課において，平常時から，地域団体やＮＰ

Ｏ法人等のボランティア団体等の防災活動の支援やリーダー育成を図

るとともに，それら団体等と協力して，防災ボランティアの活動内容

に応じた関係協力団体等との連携体制の確立に努める。

また，災害発生時における官民連携体制の強化を図るため，県域に

おいて活動を行う災害中間支援組織（ＮＰＯ・ボランティア等の活動

支援や活動調整を行う組織）の育成・機能強化に努める。

○ 市町村及び関係機関等における連携体制の整備

市町村及び関係機関等においては，平常時から，地域団体やＮＰＯ

法人等のボランティア団体の防災活動の支援やリーダーの育成を図る

とともに，当該区域内の防災ボランティアに関する窓口を定め，それ

らの団体等の活動実態を把握しておき，災害時に防災ボランティアが

円滑に活動できるよう連携体制の整備に努める。

また， 市町村は，災害発生時における官民連携体制の強化を図るた

め，市町村地域防災計画等において，災害ボランティアセンターを運

営する者（市町村社会福祉協議会等）との役割分担等を定めるよう努

める。特に災害ボランティアセンターの設置予定場所については，市

町村地域防災計画に明記する，相互に協定を締結する等により，あら

かじめ明確化しておくよう努める。

○ ボランティアとの連携等

大規模な災害の発生時には，各種援護を必要とする者が増大し，ボ

ランティアの積極的な参加が期待される一方で，その活動環境が十分

に整備されないと効果的な活動ができない場合がある。

このため，県，市町村では，ボランティアの参加を促すとともに，

参加したボランティア等の活動が円滑かつ効果的に実施されるよう災

害中間支援組織など環境整備を行う。

※ 国の防災基本計画の修正を踏まえ下線部分を追記

（各編共通）

１ 多様な主体と連携した被災者支援
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○ 盛土規制法に基づく規制区域等

盛土等による災害から県民の生命・財産を守るため，盛土等により人

家等に被害を及ぼしうる区域を宅地造成等工事規制区域及び特定盛土等

規制区域として指定し，規制区域内で行われる盛土等に許可を要するな

どの規制を行うとともに，不法・危険盛土等に対して是正措置等の命令

を行う。

なお，法改正前の宅地造成等規制法に基づく宅地造成工事規制区域に

ついては，盛土規制法施行から２年間，または，盛土規制法に基づく規

制区域等が指定されるまでの間は，現行の宅地造成工事の規制が適用さ

れる。

ア 宅地造成等工事規制区域及び特定盛土等規制区域の指定

県は，盛土等により人家等に被害を及ぼしうる区域の地形や地質，土

地の利用状況などについて基礎調査を行い，その結果を市町村長に通知

するとともに公表し，市町村長の意見を聴いた上で，区域の指定を行う。

イ 行為規制等

県は，宅地造成等工事規制区域内及び特定盛土等規制区域内では，土

地（森林・農地を含む）を造成するための盛土・切土，土捨て行為や一

時的な堆積などの行為を許可の対象とするほか，不法・危険盛土等に対

して是正措置等の命令を行う。

※ 国の防災基本計画の修正及び宅地造成及び特定盛土等規制法（盛

土規制法）の施行を踏まえ下線部分を追記

（一般編，地震編）

２ 盛土による災害の防止に向けた対応


